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千葉市入札適正化・苦情検討委員会の審議について  

 

 

 千葉市入札適正化・苦情検討委員会は、平成２７年度において３回委員会を開催し、千葉

市発注工事について入札及び契約に係る事務における公平性の確保並びに客観性及び透明性

の向上を図るための審議を行ったので、下記のとおり結果を報告する。 

 

記 

 

１ 審議対象 

  千葉市が発注した工事に関し、入札・契約手続の運用状況及び入札・契約制度の改善状

況等の報告を受け、一般競争入札の入札参加資格設定理由、指名競争入札の指名理由及び

随意契約の相手方の選定理由等について審議した。 

 

２ 審議経過及び審議結果 

平成２７年度中に本委員会を次のとおり開催し、千葉市から入札及び契約手続の運用状

況等や抽出案件の説明を受け慎重に審議を行った結果、入札及び契約に係る事務は、適正

に処理されていることが認められた。 

 

平成２７年 ８月２８日 平成２７年度第１回委員会 審議案件 ８件 

平成２７年１２月２２日 平成２７年度第２回委員会 審議案件 ８件 

平成２８年 ２月１５日 平成２７年度第３回委員会 審議案件 ６件 

 

３ 意見 

 委員会は、平成２７年度中で各委員により抽出された案件計２２件の審議を行ってきた

が、内容について特に問題は見当たらなかった。また、当委員会の審議内容を踏まえたう

えで、千葉市が様々な入札契約制度の改善に工夫して積極的に取り組んでいることは評価

するところであり、とくに、学校施設の工事において、非構造部材等耐震対策工事に関す

る特例措置の実施や、相対的に応札者が多い外壁改修工事を非構造部材等耐震対策工事と

組み合わせた発注方法などについては、競争性の確保及び円滑な工事発注に一定の効果が

あったと考える。 

今年度の審議において、発注時期の平準化については、平成２７年度に予定していた工

事を発注が減少する平成２６年度の第４四半期に前倒し発注することにより、入札参加者

の増加や工事品質の確保という成果を得られたことが確認できた。今後は、適用業種の拡

大や発注件数の増加について検討のうえ実施されたい。 

また、予定価格３億円以上で本契約に議会の議決を要する建設工事の配置予定技術者等

の資格確認方法について、配置要件を満たすべき開始時点を入札期間開始前の資格確認時

としているため、資格確認から議会議決日の本契約日までに竣工する見込みがある工事に

従事していた配置予定技術者等を届け出た入札参加者が無効となる事例があり、資格確認

方法に課題があることが確認できた。 

技術者等の配置を確実なものにするために、事前の資格確認の際に配置予定技術者等が

配置要件を満たしていることを確認することは理解できるが、長期間にわたり技術者等を

実質的に拘束することは、業者の負担増加や競争性の低下につながると考える。このため、

事前審査時の資格確認方法の見直しを行われたい。 

その他、現在試行中の、入札参加資格における地域要件の細分化及び専門業者育成のた

めの入札制度については、特に問題なく運用されていると考えられるので、本格実施する

かどうかを含め、今後の運用について引き続き検討されたい。 

最後に、委員会の審議対象外ではあるが、設計業務委託の入札で、官製談合防止法違反

の容疑により、市職員が逮捕・起訴されるという事件が発生した。 

今後は、職員が今回の事件の様な不正行為に関与することがないよう、市組織全体の不

正防止の取組みとして、職員のコンプライアンス意識の向上に努めることはもとより、建

設工事以外の入札・契約についても第三者機関等による監視体制の整備について検討され

たい。 

更に、入札結果の分析については、不調件数や落札率等の統計の傾向を分析するだけで

なく、不正が行われていないかという観点を取り入れた分析方法を研究する必要がある。

そのためには、今回の事件に係る裁判の動向を注視し、引き続き不正行為の原因や事実関

係を確認していくことが必要である。 

 

   平成２８年３月１７日 
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